
 

『「連携ものづくり」への補助金 強み／弱みを補強し迅速に』 
 

 中小企業庁は、「ものづくり等高度連携・事業再構築促進補助金」の公募を開始する。本事業は、複数

の中小企業等の連携する取り組みが前提となる。連携体全体として新たな付加価値の創造や生産性

向上を図るプロジェクト、新分野、業態転換、革新的な製品・サービス開発、生産プロセス等の改善に取

り組むプロジェクトについて、その経費の一部を支援する。最大で２年間支

援する。公募概要は以下の通り。 

 【公募期間】令和４年６月１７日（金）～７月２９日（金）【補助上限額】○１者あ

たり／従業員数２１人以上：２，５００万円、６～２０人：２，０００万円、５人以下：

１，５００万円○１連携体あたり：１０，０００万円【補助率】中小企業者：１／２以

内、小規模企業者・小規模事業者等：２／３以内【補助対象経費】機械装置・

システム構築費、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウドサービス利用

費、原材料費、外注費、知的財産権等関連経費、研修費【補助要件】以下の

条件を全て満たす３～５年の事業計画書を策定するとともに、賃上げの実行

について誓約書を提出すること（１）給与支給総額を年率平均１．５%以上増

加（２）事業場内最低賃金を地域別最低賃金＋３０円以上（３）事業者全体の

付加価値額を年率平均３%以上増加。 
 

『観光関連産業、コロナ禍で疲弊 ２１年度の業容悪化―観光白書』 
 

 観光庁は「令和３年度観光の状況」と「令和４年度観光施策」（観光白書）を公表した。２０２１年度もコロ

ナ禍の影響が続き、観光産業の疲弊の大きさが浮き彫りになった。訪日外国人旅行消費額（試算値）が

１，２０８億円と前年比８３．８％減、１９年比９７．５％減。出国日本人数が５１．２万人（同８３．９%減、９７．４%

減）。日本人の国内宿泊旅行延べ人数が１億４，１７７万人（同１１．８％減、５４．５％減）、日帰り旅行延べ

人数が１億２，６４４万人（同４．７％減、５４．１％減）。日本人および訪日外

国人旅行者による日本国内での旅行消費額が９．４兆円（同１４．５％減、

６６．３％減）。観光関連産業の売上高は、特に宿泊業と、旅行業を含む

生活関連サービス業の回復度合いが遅い。観光関連産業の営業利益

は２０年は概ねマイナスで推移し、２１年後半以降はやや持ち直しの兆し

もあったが、引き続き厳しい状況。観光産業は生産性の低さ、デジタル化

の遅れ等の構造的な課題を抱えている。これらを解決するためにはＤＸ

の推進と併せて、観光産業従事者の待遇改善の推進も必要。オンライン

による旅行・宿泊予約やスマートフォンの普及により旅行者側のデジタ

ル化が進展する一方、宿泊施設や観光地域側の対応に遅れが見られ

る。 
出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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